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１ 令 和 ５ 年 度 宇 都 宮 市

（１）　収益的収入及び支出

収　　　入

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　算　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額
地 方 公 営 企 業 法 第 24 条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る
支出額に係る財源充当額

第1款 下 水 道 事 業 収 益
円 円 円

16,622,837,000 △ 717,462,000 0

第1項 営 業 収 益 12,746,921,000 △ 310,984,000 0

第2項 営 業 外 収 益 3,848,975,000 △ 417,794,000 0

第3項 特 別 利 益 26,941,000 11,316,000 0

支　　　出

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額
予備費
支出額

流　用
増減額

地方公営企業法
第24条第３項の
規 定 に よ る
支 出 額

第1款 下 水 道 事 業 費
円 円 円 円 円

16,011,721,000 △ 456,577,000 0 0 0

第1項 営 業 費 用 15,278,859,000 △ 633,139,000 0 0 0

第2項 営 業 外 費 用 679,682,000 △ 17,203,000 0 0 0

第3項 特 別 損 失 33,180,000 193,765,000 0 0 0

第4項 予 備 費 20,000,000 0 0 0 0
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下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

決　算　額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備　　　　　　　　　　　　　　　　考
合　　　計

円 円 円
15,905,375,000 15,431,716,019 △ 473,658,981

12,435,937,000 11,940,811,025 △ 495,125,975
（うち，仮受消費税及び仮受地方消費税　799,480,432
円）

3,431,181,000 3,449,887,822 18,706,822
（うち，仮受消費税及び仮受地方消費税  14,399,792円）
（うち，消費税及び地方消費税還付額　 69,933,932円）

38,257,000 41,017,172 2,760,172 （うち，仮受消費税及び仮受地方消費税  15,204円）

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

決　算　額

地方公営企
業法第26条
第 ２ 項 の
規定による
繰 越 額

不　用　額 備　　　　　考
小　　　計

地方公営企
業法第26条
第 ２ 項 の
規定による
繰 越 額

合　　　計

円 円 円 円 円 円
15,555,144,000 0 15,555,144,000 15,221,755,207 0 333,388,793

14,645,720,000 0 14,645,720,000 14,336,008,553 0 309,711,447
（うち，仮払消費税及び仮
払地方消費税 564,214,963
円）

662,479,000 0 662,479,000 662,403,946 0 75,054

226,945,000 0 226,945,000 223,342,708 0 3,602,292
（うち，仮払消費税及び仮
払地方消費税 17,692,752
円）

　20,000,000 0 20,000,000 0 0 20,000,000
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円

（５）過年度分損益勘定留保資金 円

（６）当年度分損益勘定留保資金 円
計 円

円

106,611,242

4,673,536,698

（２）　資本的収入及び支出

収　　　入

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　算　　　　　　　　額

円

3,420,400,000 1,785,900,000

第3項

第1款 資 本 的 収 入

当初予算額 補正予算額 小　　　計
地方公営企業法第26条
の規定による繰越額に
係 る 財 源 充 当 額

円 円
7,379,121,000 △ 1,052,987,000 6,326,134,000 3,027,425,182

円

第2項 国 庫 補 助 金 1,083,696,000 141,210,000 1,224,906,000 1,222,623,850

第1項

出 資 金 1,288,744,000 10,377,000 1,299,121,000

企 業 債 4,478,000,000 △ 1,057,600,000

0

0

第6項 受 益 者 負 担 金 117,149,000 △ 11,000,000 106,149,000

第4項 他 会 計 負 担 金 38,490,000 16,634,000 55,124,000

0

支　　　出

第7項 固定資産売却代金 0 0 0 0

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　額

0

当初予算額 補正予算額
流 用
増 減 額

小　　　計
地方公営企業法
第26条の規定
による繰越額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

3,488,454,015

円 円 円 円 円 円

第2項

第1款 12,364,824,000 △ 1,148,698,000 0 11,216,126,000

第1項 建 設 改 良 費 7,434,498,000 △ 1,156,339,000 0 6,278,159,000

4,936,671,000 00

3,488,454,015

472,552,363

0

0

3,759,426,855

円

円

 

0

4,929,030,000

400,000 0

7,641,000

400,000

第3項 諸 支 出 金

企 業 債 償 還 金

0 896,000

0

373,042,000

0 0 0

資 本 的 支 出

△ 152,608,000工 事 負 担 金 18,901,332

0

（１）当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 334,946,238

0

（３）会計統合による引継補てん財源 0

１ 決算額において，資本的収入額が資本的支出額に不足する額 4,673,536,698 円は，次のとおり補てんした。

第4項 その他資本的支出

（４）減債積立金取り崩し額

220,434,000第5項

896,000

（２）過年度繰越工事資金
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99,226,050

0

896,000

949,300,000

（１）公共下水道建設費

400,000

２ 建設改良費の翌年度繰越額3,363,658,005 円は，次のとおり財源として充当する。

599895,401

円

0

円

国庫補助金

239,335,332

未借入企業債

 

344,004,011

円
10,996,516,74514,704,580,015 3,363,658,005 344,405,265

0

円円

 0

0

3,363,658,005

0

6,058,950,999

6550

0

4,936,670,345

（うち，仮払消費税
及び仮払地方消費税
516,523,769円）

400,000  0

0

288,000,500

0

4,936,671,000

9,766,613,015 3,363,658,005

円 円
 03,363,658,005

円

備　　　　　考
合　　　計

地方公営企業法
第26条の規定に
よ る 繰 越 額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

決　算　額

翌 年 度 繰 越 額

不　用　額
合　　　計

0

0 106,149,000 105,693,790

0 0 0

△ 455,210

0 55,124,000 55,125,606 1,606 　

△ 140,109,282
（うち，仮受消費税及び仮受地方消費税
8,662,710円）

0

0 1,299,121,000 1,281,712,501 △ 17,408,499

0 2,447,529,850 1,798,622,100 △ 648,907,750

5,206,300,0000 2,982,600,000 △ 2,223,700,000

　0 9,353,559,182 6,322,980,047 △ 3,030,579,135
円 円 円 円

予算額に比べ
決算額の増減

備　　　　　　　　　　　　考継 続 費 逓 次
繰越額に係る
財 源 充 当 額

合　　　計
決　算　額

当年度分損益勘定留保資金 4,851,000 円

未借入企業債

工事負担金

当年度分損益勘定留保資金

26,707,000

円

19,800,700 円当年度分損益勘定留保資金

国庫補助金 109,593,000 円

当年度分損益勘定留保資金 25,570,500 円

16,900,000 円

国庫補助金 38,995,500 円

（６）地域下水処理改良費

未借入企業債 45,500,000

工事負担金 87,512,000

円

249,100,000 円

193,589,489

円
当年度分損益勘定留保資金 85,616 円

円

当年度分損益勘定留保資金 2,438,000 円

（４）特定環境保全公共下水道改良費

（２）特定環境保全公共下水道建設費

（３）公共下水道改良費
未借入企業債
国庫補助金

未借入企業債

（５）農業集落排水改良費

（７）建設費負担金
未借入企業債 68,300,000

343,372,750当年度分損益勘定留保資金

円
円
円
円

682,000,000
212,041,950
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（単位：円）

１

(1) 7,762,270,266

(2) 3,122,118,758

(3) 3,903,150

(4) 232,612,497

(5) 20,425,922 11,141,330,593

２

(1) 588,290,157

(2) 414,117,360

(3) 3,469,938,836

(4) 36,551,179

(5) 26,382,471

(6) 553,973,000

(7) 499,915,140

(8) 336,328,961

(9) 238,674,000

(10) 7,475,248,760

(11) 132,373,726 13,771,793,590

営　業　損　失 2,630,462,997

３

(1) 3,220,739,119

(2) 145,379,785 3,366,118,904

４

(1) 662,027,068

(2) 33,966,277 695,993,345 2,670,125,559

経　常　利　益 39,662,562

５

(1) 171,488

(2) 8,668,689
(3) 32,161,791 41,001,968

６

(1) 177,258,695
(2) 1,454,665

(3) 26,936,596 205,649,956 △ 164,647,988

124,985,426

193,764,215

106,611,242

175,390,031

その他の営業収益

売 電 事 業 費

  その他未処分利益剰余金変動額

  当年度未処分利益剰余金

  前年度繰越利益剰余金

普 及 指 導 費

流 域 下 水 道 費

業 務 費

総 係 費

その他特別損失

  当 年 度 純 損 失

過年度損益修正損

処 理 場 費

売 電 事 業 収 益

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

営 業 費 用

水 質 規 制 費

その他特別利益

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

雑 収 益

資 産 減 耗 費

特 別 損 失

引 当 金 戻 入

雑 支 出

２　 令 和 ５ 年 度 宇 都 宮 市 下 水 道 事 業 損 益 計 算 書

営 業 収 益

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

国 庫 補 助 金

長期前受金戻入

営 業 外 収 益

過年度損益修正益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

支 払 利 息
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資本金

受贈財産評価額 国庫補助金 県補助金 他会計負担金

前年度末残高 65,501,007,836 836,453,059 27,840,000 92,574,401 10,260,220

前年度処分額 122,491,018 0 0 0 0

議会の議決による処分額 122,491,018 0 0 0 0

資本金への組入れ 122,491,018 0 0 0 0

減債積立金の積立 0 0 0 0 0

建設改良積立金の積立 0 0 0 0 0

65,623,498,854 836,453,059 27,840,000 92,574,401 10,260,220

当年度変動額 1,281,712,501 0 74,351,000 0 0

減債積立金の取崩し 0 0 0 0 0

一般会計出資金の受入 1,281,712,501 0 0 0 0

国庫補助金の受入 0 0 74,351,000 0 0

受贈財産 0 0 0 0 0

当年度純利益 0 0 0 0 0

66,905,211,355 836,453,059 102,191,000 92,574,401 10,260,220

 （単位：円）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

66,905,211,355 1,081,911,141 175,390,031

106,611,242 0 △ 175,390,031

資本金への組入れ 106,611,242 0 △ 106,611,242

減債積立金への積立て 0 0 △ 24,589,577

建設改良積立金への積立て 0 0 △ 44,189,212

（繰越利益剰余金）

67,011,822,597 1,081,911,141 0

資本金
資　　本　　剰　　余　　金

３   令 和 ５ 年 度 宇 都 宮 市 下 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書
　　　　　　（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 剰　　余　　金

議会の議決による処分額

 

当年度末残高

処分後残高

処分後残高

当年度末残高

４　令 和 ５ 年 度 宇 都 宮 市 下 水 道 事 業 剰 余 金 処 分 計 算 書　（案）
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（単位：円）

資本合計

そ   の   他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　　　計

減債積立金 建設改良積立金
未処分利益
剰   余   金

利益剰余金
合          計

40,432,461 1,007,560,141 106,611,242 299,669,026 532,872,883 939,153,151 67,447,721,128

0 0 89,843,747 126,773,903 △ 339,108,668 △ 122,491,018 0

0 0 89,843,747 126,773,903 △ 339,108,668 △ 122,491,018 0

0 0 0 0 △ 122,491,018 △ 122,491,018 0

0 0 89,843,747 0 △ 89,843,747 0 0

0 0 0 126,773,903 △ 126,773,903 0 0

（繰越利益剰余金）

40,432,461 1,007,560,141 196,454,989 426,442,929 193,764,215 816,662,133 67,447,721,128

0 74,351,000 △ 106,611,242 0 △ 18,374,184 △ 124,985,426 1,231,078,075

0 0 △ 106,611,242 0 106,611,242 0 0

0 0 0 0 0 0 1,281,712,501

0 74,351,000 0 0 0 0 74,351,000

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 △ 124,985,426 △ 124,985,426 △ 124,985,426

（当年度未処分利益剰余金）

40,432,461 1,081,911,141 89,843,747 426,442,929 175,390,031 691,676,707 68,678,799,203

        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 剰　　余　　金

利　益　剰　余　金
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（単位：円）

１

(1)　

イ 7,112,944,511

ロ 751,191

ハ 11,416,554,343

△ 6,540,694,743 4,875,859,600

ニ 257,929,051,826

△ 115,364,584,085 142,564,467,741

ホ 44,648,019,013

△ 28,367,404,188 16,280,614,825

ヘ 17,960,617

△ 9,080,909 8,879,708

ト 33,689,663

△ 27,235,051 6,454,612

チ 4,511,777,299

175,361,749,487

(2)

イ 700,307,383

ロ 6,498,400

706,805,783

(3)

イ 1,116,000

ロ 157,640

投資その他の資産合計 1,273,640

176,069,828,910

２

(1) 5,318,806,672

(2)   742,145,163

△ 39,117,479 703,027,684

(3) 805,690,000

(4) 6,633,926

6,834,158,282

182,903,987,192

投資その他の資産

構 築 物

資 産 合 計

その他流動資産

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無形固定資産合計

そ の 他 投 資

出 資 金

流 動 資 産

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

減価償却累計額

未 収 金

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

有形固定資産合計

現 金 預 金

電 話 加 入 権

建 設 仮 勘 定

前 払 金

貸 倒 引 当 金

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具,器具及び備品

減価償却累計額

５    令 和 ５年 度 宇 都 宮 市 下 水 道 事 業 貸 借 対 照 表

（令 和 ６ 年 ３ 月 ３１ 日）

資　　 産　　 の　　 部

土 地

建 物

減価償却累計額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

立 木
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３

(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 35,305,564,825

35,305,564,825

(2)

イ 778,548,096

778,548,096

36,084,112,921

４

(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 4,338,747,458

4,338,747,458

(2)

イ 1,178,244,579

ロ 3,287,718,710

ハ 16,751,600

4,482,714,889

(3)

イ 54,129,822

ロ 10,598,577

64,728,399

(4) 35,877,687

8,922,068,433

５

(1) 129,106,719,626

　 △ 61,913,704,283 67,193,015,343

(2) 2,025,991,292

69,219,006,635

114,225,187,989

６

(1) 66,905,211,355

66,905,211,355

７

(1)

イ 836,453,059

ロ 102,191,000

ハ 92,574,401

ニ 10,260,220

ホ 40,432,461

1,081,911,141

(2)

イ 89,843,747

ロ 426,442,929

ハ 175,390,031

( 193,764,215)

( △ 124,985,426)

( 106,611,242)

691,676,707

1,773,587,848

68,678,799,203

182,903,987,192

資 本 金 合 計

（うちその他未処分利益剰余金変動額）

当年度未処分利益剰余金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

利益剰余金合計

長 期 前 受 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

引 当 金

営 業 未 払 金

賞 与 引 当 金

資　　 本　　 の　　 部

収 益 化 累 計 額

資本剰余金合計

繰 延 収 益

企 業 債 合 計

未 払 金 合 計

流 動 負 債

その他流動負債

資 本 金

法定福利費引当金

未払消費税及び未払地方消費税

未 払 金

そ の 他 未 払 金

流 動 負 債 合 計

負　　 債　　 の　　 部

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

退職給付引当金

企 業 債

資 本 金

国 庫 補 助 金

建設仮勘定長期前受金

県 補 助 金

他 会 計 負 担 金

（うち繰越利益剰余金）

負 債 資 本 合 計

受贈財産評価額

資 本 剰 余 金

剰 余 金

建設改良積立金

（うち当年度純損失）

その他資本剰余金

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計
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注記 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

 ・減価償却の方法  定額法による。 

 ・主な耐用年数 

建物   １５～５０年 

構築物          ５０年 

機械及び装置  ８～２０年 

⑵ 無形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

   施設利用権           ２０年 

 

 ２ 引当金の計上方法 

⑴ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末在籍職員に係る退職手当の要支給額に相当

する金額を計上している。 

⑵ 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，

当年度の負担に属する額を計上している。 

⑶ 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支

給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。 

⑷ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，原則として，過去３ヶ年の貸倒実績率の平均に

基づき回収不能見込額を計上している。 

 

 ３ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

⑴ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．キャッシュ・フロー計算書等関連 

 １ 重要な非資金取引 

   当年度，新たに受贈した管渠等の評価額は 314,279,749 円である。 
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Ⅲ．貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

のものも含む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は 276,852,402 円である。 

 

２ 引当金の取崩し 

⑴ 退職給付引当金の取崩し 

令和５年度において，退職手当として 43,684,955 円を支給することとなったため，退職給

付引当金 43,684,955 円を取り崩した。 

⑵ 賞与引当金の取崩し 

令和５年度において，期末手当及び勤勉手当として 147,571,865 円を支給することとなっ

たため，賞与引当金 52,765,890 円を取り崩した。 

⑶ 法定福利費引当金の取崩し 

令和５年度において，期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として 27,334,387 円を支出

することとなったため，法定福利費引当金 10,429,322 円を取り崩した。 

⑷ 貸倒引当金の取崩し 

令和５年度において，平成３０年度下水道使用料の不納欠損処理のため，貸倒引当金

7,295,141 円を取り崩した。 

３ 繰延収益 

償却資産の取得又は改良に伴い交付される補助金等については，長期前受金として繰延収益に

計上した上で減価償却見合い分を順次収益化している。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

宇都宮市下水道事業会計は，公共下水道事業（特定環境保全公共下水道事業を含む）ほか３事

業を含む，４つを報告セグメントとしている。 

なお，各報告セグメントに属する事業の内容は，以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地等における，生活排水等の処理及び雨水排除 

農業集落排水事業 農業集落における，生活排水等の処理 

地域下水処理事業 住宅団地等における，生活排水等の処理 

工業団地排水処理事業 平出工業団地，清原工業団地から排出される工業排水の処理 
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 ２ 報告セグメントごとの営業収益等 

   当年度（自 令和５年４月１日 至 令和６年３月３１日） 

（単位：千円） 

 公 共 

下水道事業 

農 業 集 落 

排 水 事 業 

地 域 下 水 

処 理 事 業 

工 業 団 地 

排水処理事業 
合 計 

営業収益 10,219,169 417,449 183,095 321,618 11,141,331 

営業費用 12,027,142 637,074 448,047 659,531 13,771,794 

営業損益 △1,807,973 △219,625 △264,952 △337,913 △2,630,463 

経常損益 △3,910 191 △105 43,486 39,662 

資産 167,024,790 8,964,445 3,570,047 3,344,705 182,903,987 

負債 101,679,637 6,655,850 3,344,919 2,544,782 114,225,188 

 

Ⅴ．リース契約により使用する固定資産 

 １ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。 

 

２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   １年内  32,999,040 円 

   １年超  66,242,806 円 

    計          99,241,846 円 

 


